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宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合 

人事行政の運営等の状況について 

 

 令和５年度における本組合人事行政の運営等の状況について、人事行政の運営等の状況

の公表に関する条例(平成１７年条例第１号)第４号の規定に基づき、次のとおり公表する。 

 

宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合長 

 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

 （１）職員の任免 

  イ 退職者 なし 

ロ 採用者 なし 

（２）職員数 ２人（条例定数 ６人） 

 

２．職員の給与の状況 

（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ 

令和５年度の 

人件費率 

（Ｂ／Ａ） 

（参 考） 

令和４年度 

の人件費率 

 千円 

876,318 

千円 

2,201 

千円 

16,820 

% 

1.9 

% 

1.9 

  

（２）職員給与費 

給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 １人当たり給与費 

千円 

7,715 

千円 

1,722 

千円 

3,342 

千円 

12,779 

千円 

6,390 

  

（３）職員の平均給料・給与月額及び平均年齢（４月１日現在） 

 区  分 組  合 国（行政職一） 

平均給料月額 317,800円 322,487円 

平均給与月額 387,627円 404,015円 

平均年齢 ４５．５歳 ４２．４歳 

  ※平均給与額は、給料に管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
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当、通勤手当（１月平均にしたもの）を合算したもの。 

 （４）職員の初任給（４月１日現在） 

区  分 
組  合 国（行政職一） 

決定初任給 決定初任給 

大学卒 196,200円 196,200円 

短大卒 179,100円 179,100円 

高校卒 166,600円 166,600円 

 

（５）級別職員数の状況（４月１日現在） 

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

標準的な職務内容 主事 主事 主査・係長 課長補佐 課長 事務局長 

職員数（人）  １   １  

構成比（％）  ５０   ５０  

  

（６）職員手当 

  イ 期末手当・勤勉手当（４月１日現在） 

組  合 国 

期末手当    勤勉手当 

    2.45月分    2.05月分 

期末手当    勤勉手当 

    2.45月分    2.05月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 ５％から１５％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 ５％から１５％ 

・管理職加算 １０％から２５％ 

ロ 退職手当 

区   分 
組   合 国 

自己都合等 勧奨・定年 自己都合等 勧奨・定年 

勤 続 ２０ 年 19.6695 24.586875 19.6695 24.586875 

勤 続 ２５ 年 28.0395 33.270750 28.0395 33.270750 

勤 続 ３５ 年 39.7575 47.709000 39.7575 47.709000 

最 高 限 度 額 47.7090 47.709000 47.7090 47.709000 

その他の措置 
早期退職特例 

２％～２０％加算 

早期退職特例 

２％～２０％加算 

※１ 令和４年度の退職者はいません。 
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※２ 本組合職員の退職手当は、宮城県市町村職員退職手当組合条例により支給されます。 

 

ハ 地域手当（４月１日現在） 

支給対象地域 仙 台 市 

支給対象職員数 ２人 

支給率 ６％ 

国の制度との同異 同 

ニ 時間外勤務手当 

支給対象 職員１名 

支給総額 ２２，８４０円 

ホ その他の手当 

区分 内 容 及 び 支 給 単 価 国 異なる内容 支給実績 

扶養 

手当 

１．配偶者及び２以外の扶養親族  

6,500円 

２．満２２歳に達する日以後の最初の３

月３１日までの間にある子 

                        10,000円 

 ※扶養親族である子のうち、満１５歳

に達する日以後の最初の４月１日か

ら満２２歳に達する日以後の最初の

３月３１日までの間にある子がある

場合は、１人につき 5,000円加算 

同 － 0円 

住居 

手当 

１.借家・貸間に居住している職員 

①月額 27,000 円以下の家賃を支払っ

ている職員 

  家賃－16.000円 

②月額 27,000 円を超える家賃を支払

っている職員 

 (家賃－27,000円)×1/2+11,000円 

２．単身赴任手当を支給され配偶者等の

居住するための住宅を借り受けている

職員 

 １により算出した額の１／２ 

  ※限度額 28,000円 

同  180,000円 

通勤 １．交通機関等利用者 同  281,360円 



- 4 - 

 

手当  ６ヶ月に要する運賃相当額（６ヶ月 

定期の額）を６月毎に支給 

※限度額１月あたり 55,000円 

２．交通用具使用者 

 使用距離により 2,000円～31,600円 

３．交通機関と交通用具の併用者 

 上記１＋２の額 

 ※限度額１月あたり 55,000円 

管理職

手当 

管理又は監督の地位にある職員に対

し、当該職員の属する職務の級に応じて

支給する。 

 ６級 ６２，３００円 

 ５級 ５９，５００円 

同 － 714,000円 

管理職

特別勤

務手当 

管理職手当の支給を受ける職員が週休

日又は休日に勤務した場合に、次の額を

支給 

 事務局長、課長 6,000円 

同 － 18,000円 

 

３．職員の勤務時間その他勤務の状況 

 （１）職員の勤務時間 

１日の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

７時間４５分 ８：３０ １７：１５ 12:00～13:00 

  

（２）年次有給休暇 

対象職員数 付与日数 取得日数 平均取得日数 平均取得率 

２人 ６３日 ３８．０９日 １９．０５日 ６０．４％ 

  

 （３）病気休暇 

職員が病気にかかり、又は負傷を受け、そのため療養を必要とする場合に付与す

るもので、令和５年度の取得者は１名です。 

 

（４）特別休暇 

    選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他特別の事情により職員が勤務

しないことが相当の場合として認められている有給の休暇であり、取得状況は下記

のとおり。 
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区    分 期    間 取 得 者 数 

夏期休暇 ７月～９月のまでの間の３日間 ２人 

交通機関の事故 １時間 １人 

   

４．職員の分限及び懲戒処分の状況 

  令和５年度は、分限処分者・懲戒処分者とも該当者はありません。 

 

５．職員の服務の状況 

服務の具体的内容 地方公務員法の規定 

服務の宣誓 第３１条 

法令及び上司の命令に従う義務 第３２条 

信用失墜行為の禁止 第３３条 

秘密を守る義務 第３４条 

職務に専念する義務 第３５条 

政治的行為の制限 第３６条 

争議行為等の禁止 第３７条 

営利企業等の従事制限 第３８条 

 

６．職員の研修及び勤務成績の評価の状況 

（１）研修の状況 

   北海道・東北六県消防補償等組合連絡協議会研修会 ２名受講 

 （２）勤務成績の評価 

    実施していません。 

 

７．職員の福祉及び利益の保護の状況 

 （１）職員健康診断の状況 

    人間ドック受診 ２名 

 （２）職員互助会に対する補助金額の状況 

    本組合では、互助会への公費助成は行っておりません。 

 （３）公務災害等の状況 

    発生なし 

 （４）職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益の保

護の状況 

   ①勤務条件に関する措置の要求の状況  該当なし 

   ②不利益処分に関する不服申立の状況  該当なし 
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 （５）公平委員会の業務の状況 

   ①勤務条件に関する措置の要求の状況  該当なし 

   ②不利益処分に関する不服申立の状況  該当なし 


